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第一部  協働の基本的な考え方 

１  背 景  

(1) 協働が求められる社会的背景 

○  地方分権の時代 

地方分権によ り 、 地方公共団体は 、 自己決定 と 自己責任の原則によ り 、 住民

の多様なニーズに対し 、 責任を も って住民サービ ス を選択し 、 提供する こ と が

求められています 。 また 、 地域社会の主役であ る住民の意思に基づ く 「 住民自

治 」 の視点から 、 住民によ る自己決定と 自己責任の原則によ り 、 責任あ る まち

づ く り への市民参加と 参画を進める こ と が 、 今求められています 。  

 

○  少子 ・ 高齢化の時代 

少子 ・ 高齢化社会が も た らす社会の仕組みの変化は 、 介護におけ る人的 、 経

済的な課題や次世代の負担の増加など 、 社会全体に大き な影響を与え る と と も

に 、 私たちが生活する町内会 ・ 自治会 、 コ ミ ュ ニテ ィ などの地域社会において

も 、 その運営等に影響を及ぼすも の と 考え られます 。  

活力あ る地域社会を維持し てい く ためには 、 高齢者が健康で生きがいを持っ

て日常生活を送る こ と ができ 、 まちづ く り への重要な担い手と な る よ う 、 高齢

化社会に対応し た社会の仕組みづ く り が必要です 。   

 

○  多様化の時代 

  福祉 、 環境 、 コ ミ ュ ニテ ィ の活性化 、 社会教育 、 まちづ く り など様々な分野

で市民のニーズが多様化し てお り 、 複雑で多様な地域課題等に行政だけで対応

する こ と は 、 難し く なって き ています 。  

   

○  地域力の時代 

市民のまちづ く り への参画意識の高ま り やボ ラ ンテ ィ ア活動 、 市民活動など

社会貢献活動の拡大が見られる中で地縁団体組織や自由な発想で活動する市民

活動団体が新たな市民サービ スの担い手と し て注目されています 。  

これからは 、 「 地域の こ と は 、 地域で 」 と い う 考え方に立って 、 地域が主体
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性を持ち 、 その能力を十分発揮でき る よ う 市と 市民が共にまちづ く り を進める

必要があ り ます 。  

そのためには 、 「 民間ででき る こ と は民間で 」 、 「 地域ででき る こ と は地域

で 」 の原則に基づいて 、 自主自立のための地域力を向上させてい く こ と が求め

られています 。  

 

(2) 本市の取 り 組み 

   市民の自主性と 自立性が十分発揮され 、 地域に根ざ し た地方分権型のまちづ く

り の仕組みをつ く る ため 、 平成 １ ３ 年度に市民参画推進室を設置し 、 市民で構成

する市民参画推進委員会によ り 、 まちづ く り 指標の作成 、 まちづ く り 基本条例の

検討を行って き ま し た 。  

   「 元気あふれる快適都市 」 をテーマ と し て 、 平成 １ ６ 年度か らの第 ５ 次総合計

画において 、 「 協働 ・ 共創によ る まちづ く り 」 を進めています 。  

 

   「 協働 ・ 共創によ る まちづ く り 」 と は 、 市民と 市が 、 まちづ く り の過程におい

て 、 それぞれに果たすべき責任と 役割を分担し 、 共に手を携えて 、 相互に補完

し 、 協力し て 、 自分達のまちを 「 創る 」 こ と を目指すこ と です 。   

 

  ○  まちづ く り 市民委員会 

  市民と 市職員が話し合 う 場を設け 、 市民の意見を市政に反映する こ と によ り

「 市民と 行政の協働 ・ 共創によ る まちづ く り 」 を推進する こ と を設置目的と し

ています 。   

 まちづ く り 市民委員会の役割 

①  まちづ く り の進み具合を確認 ・ 評価する こ と  

②  まちづ く り に関する提言 ・ 提案をする こ と  

③  市民活動の推進に関する啓発を行 う こ と  

④  その他協働と 共創によ る まちづ く り の推進に必要な事項を調査等する こ と 
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○  「 生活課題 」 ・ 「 まちづ く り 指標 」 と は？ 

第 ５ 次総合計画の特徴は 、 政策マーケテ ィ ング と 呼ばれる市民ニーズ調査

で 、 東海市民の多 く が解決や改善を望んでいる課題 （ ３ ８ の生活課題 ） を明ら

かにし た こ と です 。 そ し て 、 その生活課題の解決 、 改善の進み具合を毎年 、 数

値で確認でき る よ う にする ために 、 ９ ９ の 「 まちづ く り 指標 」 を設定し ま し

た 。 指標は 「 基準値 ・ 現状値 ・ めざそ う 値 」 で示し ています 。  

これらのまちづ く り 指標は 、 「 市政の通信簿 」 と いえ る も ので 、 こ の数値の

変化をみれば 、 ３ ８ の生活課題の解決 、 改善において市の行政がどれだけの成

果をあげているかが一目瞭然にな り ます 。  

しかし 、 生活課題の解決 、 改善のためには 、 行政だけでな く 、 個人 ・ 家庭 、

町内会 ・ コ ミ ュ ニテ ィ 、 Ｎ Ｐ Ｏ ・ 市民団体 、 企業など 、 民間の さ ま ざ まな主体

の努力も不可欠です 。 「 まちづ く り 指標 」 に付け られた役割分担値は 、 それぞ

れの主体に期待されている役割の重さ を数値で示すも ので 、 行政と 地縁組織や

Ｎ Ｐ Ｏ と の協働のための道具と し て も有益です 。  

 

○  まちづ く り 活動支援事業 （ 平成 １ ５ 年度か ら ）  

まちづ く り 活動団体の公益的な活動を支援し 、 健全な発展を図る ため 、 市内

のまちづ く り 活動を行 う 団体が提案する事業について公募を行い 、 優れた事業

に対し 、 助成金 ・ 補助金を交付する事業です 。  

 

○ 地域まちづ く り ネ ッ ト ワーク事業 （ 平成 １ ５ 年度か ら ）  

行政と 地域住民が地域の課題の把握に努めながら現地 ・ 現場主義によ り 市民

生活に密着し た市民サービ ス を提供する事業です 。  

 

○  市民活動セン ターの開設 （ 平成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日開設 ）  

市民活動の健全な発展及び活性化を図る ため 、 これらの活動を志す団体や個

人が 、 情報収集 ・ 交換 、 学習 、 交流など を行 う 施設です 。  
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２  協働と は 

 

(1) 協働の意義 

自分たちで 「 やれる こ と はやる 」 「 出せる も のは出し合 う 」 「 責任を持って決

める 」 と いった精神で 、 東海市 と い う 地域社会を構成する多様な主体 （ Ｎ Ｐ Ｏ1

や企業 、 学校 、 行政など ） が協力し 、 めざそ う と する東海市のまちの姿2 を具体

的に描き出し てい く こ と が求められています 。  

 

○  自立型地域社会の構築 

Ｎ Ｐ Ｏ も行政も 「 こ の地域社会を住み良い も のに 」 と い う 方向性を共有し 、

一緒に課題解決に取 り 組むこ と で 、 双方が自治意識や主体的なまちづ く り への

意識を高める こ と ができ ます 。 また 、 多 く の市民が市民活動に参加する こ と に

よ り 、 地域におけ る自主的 ・ 自立的な社会的課題解決能力が高ま り 、 地域力が

培われます 。  

○  多様化する市民ニーズへの対応 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が協働する こ と によ り 、 新たな課題や個性化 ・ 多様化し た市民

ニーズへの対応が期待でき ます 。  

○  公共サービ スの質の向上 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が相互の資源 （ 人材 ・ 財源 ・ 情報 ） を効果的に活用する こ と に

よ り 、 質の高い公共サービ スが市民に提供でき ます 。  

○  Ｎ Ｐ Ｏ と 行政の意識改革 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が互いに ノ ウハウや事業手法など を学びあ う こ と は 、 それぞれ

の意識改革につなが り ます 。  

 

(2) 協働の定義 

広義には 「 地域社会を営む多様な主体が 、 対等な立場で 、 目的を共有し 、 社会

                                                  
1  ＮＰＯ：ＮＰＯとは、 Non-profit Organization の略で、「民間非営利団体」などと

訳されます。「非営利」とは、無償で活動を行うことではなく、利益を構成員間で
分配しないという意味です。 

2  東海 市 で は 既 に 、 市民 が 「 こ の 課題 に 取 り 組む 優先 順位 が 高 い 」 と 捉 え て い る 38
の 生活課 題 が 明 ら か に な っ て い ま す 。  
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課題の解決のために一緒に取 り 組むこ と 」 と されています 。 こ のルールブ ッ ク で

は 、 多様な主体のなかで 、 特にＮ Ｐ Ｏ と 行政 と の関係性について取 り 上げている

ため 、 「 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が目的を共有し 、 その成果を出すために共に考え 、 行動す

る こ と 」 と 定義し ます 。  

 

(3) 協働の当事者 

こ のルールブ ッ ク におけ る当事者は 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 東海市です 。 Ｎ Ｐ Ｏの範囲は 、

東海市において活動する市民活動団体を 、 最大限広 く 捉えます 。  

具体的には 、 次の と お り です 。  

ボ ラ ンテ ィ アグループ ・ 任意団体 

特定非営利活動法人 （ Ｎ Ｐ Ｏ法人格取得団体 ）  

地縁組織 （ コ ミ ュ ニテ ィ 、 町内会 ・ 自治会など ）  

 

(4) 協働の形態 

時限的な事業単位で捉え られる こ と がほ と んどです 。 一般的に考え られる形態

と し ては 、 委託 ・ 補助 ・ 共催 ・ コ ン ソーシアム方式 （ 共同事業体型 ） ・ 実行委員

会参加 ・ 後援 ・ 協力などがあ り ます 。 また 、 Ｎ Ｐ Ｏか らの発案によ る も の と 行政

からの発案によ る も の と 、 双方の発案によ る事業成立が考え られます 。  

形態によ って 、 分担の仕方や責任の比重はさ まざ まです 。 お金 ・ 知恵 ・ 実施 ・

決定 ・ 場所 ・ 時間 ・ 人材などについて 、 ど こ の部分を どち らがどの程度担 う のか

はケースバイ ケースであ り 、 事業ご と に事前協議をする必要があ り ます 。  

 

協働形態のなかから 、 委託と 補助について具体的に紹介し ます 。  

○  委託 

一般的には 、 行政がＮ Ｐ Ｏの特性を活用し て 、 業務を委託するパターンが想

定されます 。 こ の場合 、 実施主体は行政のため 、 実施責任 、 成果の帰属は行政

にあ り ます 。 委託を受けたＮ Ｐ Ｏは 、 契約書や仕様書などに定められた業務の

履行義務を負 う こ と にな り ます 。  
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【 注意する こ と 】  

  コ ス ト 軽減のみを委託目的にし ない 

  委託先を下請け業者と みな さ ない 

 

 

○  補助 

  一般的には 、 行政がＮ Ｐ Ｏの事業について 、 その資金の一部を公費で支出す

るパターンが想定されます 。 こ の場合 、 事業の実施主体は 、 補助を受け る Ｎ Ｐ

Ｏであ り 、 事業の実施責任や成果の帰属は 、 補助を受けたＮ Ｐ Ｏにあ り ます 。  

 【 注意する こ と 】  

  事業の透明性を高める 

同一事業等への長期間にわた る補助は避け る 

 

 

(5) 支援と 協働の違い 

Ｎ Ｐ Ｏが成長する ための議論と 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が一緒に事業に取 り 組むための

議論は区別し て捉え る こ と が 、 大切です 。  

こ のルールブ ッ クは 、 団体を支援する ための基本方針ではな く 、 よ り 効果的に

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が協働に取 り 組むための基本方針であ る こ と を注意する必要があ り

ます 。  

 

３  本ルールブ ッ ク の役割 

(1) 目的 

今後 、 「 官から民へ 」 への流れの中で 、 ますます公共サービ ス を Ｎ Ｐ Ｏが担 う

局面が増加し ていき ます 。 そのなかで 、 公的資金にかかわる アカ ウ ン タ ビ リ テ ィ

（ 説明責任 ） を果たすと 同時に 、 Ｎ Ｐ Ｏの長所が発揮でき る よ う な自律性を保障

する こ と は簡単な こ と ではあ り ません 。 本ルールブ ッ クはＮ Ｐ Ｏ と 行政が協働を

進めてい く う えでお互いに守るべきルールを定める こ と によ って市民に責任の も

て る効果的な協働を実現する も のです 。  
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(2) 性格 

こ のルールは 、 Ｎ Ｐ Ｏや行政が法的な責任を負 う も のではあ り ません 。 Ｎ Ｐ Ｏ

と 行政が 、 それぞれ最大限に遵守する こ と をお互いに約束する 「 紳士協定 」 であ

り 、 双方からの市民に対する約束で も あ り ます 。  

 

(3) 活用方法 

こ のルールは 、 今後 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が協働を進める場合のよ り ど こ ろ と な る も

のです 。 お互いが 、 違和感を抱いた り 、 議論が行き違った場合に も 、 原点に立ち

戻る こ と で 、 率直な意見交換のなかで合意を形成する こ と ができ ます 。  

こ のルールブ ッ クは 「 完成し て終わ り 」 と い う も のではあ り ません 。 「 こ のル

ールブ ッ ク を協働の現場で 、 いかに使い こ な し てい く か 」 「 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が対話

を し てい く う えで 、 有効な “ 道具 ” と し てど う 使え るか 」 と いった こ と を 、 考え

てい く も のです 。  

 

(4) 検証 

今後 、 こ のルールの内容に沿って 、 定期的に 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政の協働事業につい

て 、 検証する場を設け る こ と が求められます 。  

 

(5) 改訂 

こ のルールブ ッ クは 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政が定期的な協議や検討によ る改善を加え 、

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政で育ててい く べき も のです 。  

頻繁な改訂は望ま しい と はいえませんが 、 Ｎ Ｐ Ｏ又は行政のどち らかか らの提

案があった場合は 、 改訂を検討する こ と が必要です 。  
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第二部  協働を進めるにあたって 

協働を進める大前提と し て 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政それぞれが 、 組織と し て 、 お互い自律的

に心がけたい こ と があ り ます 。  

 

１  行政が心がけ る こ と  

行政は 、 効率性 ・ 効果性の観点か ら 、 協働の効果が最大限に発揮でき る よ う 既存

制度や慣行を見直し 、 民間活力が活き る ための方策を考え る こ と が求められていま

す 。  

●行政は 、 公共サービ スに対する地域住民のニーズを的確に把握する よ う に努め

る （ 顧客志向 ）   

 

●行政は 、 直営で行ってい る公共サービ スについて 、 その必要性や効率性を考

え 、 不断に見直すよ う に努める （ 直営業務の見直し ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏへの事業委託にあたっては 、 事業の成果目標を明確に し 、 行政

の関与を限 り な く 少な く し 、 ま と ま り のあ る業務を委託し 、 Ｎ Ｐ Ｏが創意工夫

を発揮しやすい よ う にする （ 官か ら民へ ）  

 

●行政は 、 官民双方が実施し ている公共サービ スについては 、 バウチャー制度3

や市場化テ ス ト な ど競争のなかで双方のサービ スの質が高ま る よ う な し く みを

検討する よ う に努める （ 官民競争 ）  

 

●行政は 、 社会におけ る Ｎ Ｐ Ｏの役割や存在意義を積極的に理解し 、 協力や支援

の必要性について認識する よ う に努める （ Ｎ Ｐ Ｏ理解 ）  

 

●行政は 、 それぞれの地縁団体の意思や自主性を尊重し 、 地縁組織に対し て過重

な業務を要請し た り 、 活動方針を押し付けた り し ない よ う に努める （ 自主性の

尊重 ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏが既に創出あ るいは提供し ているサービ スや事業 ・ 行事があ る

場合は 、 極力 、 その活性や発展を妨げない よ う 連携 ・ 協議に努める （ 民業補

完 ）  

 

●行政は 、 公の施設の利用規制について 、 有償で活動する非営利団体の存在を考

慮し て見直すよ う に努める （ 公の施設利用ルールの見直し ）  

                                                  
3  バウチャー制度：官（政府や自治体等）が公共サービスの担い手（企業やＮＰＯ

等）に補助金や助成金を直接手渡すのではなく、サービスの受け手（利用者）にそ

れぞれ同額 の 税 金 を ク ー ポ ン の よ う な 形 で渡し、受け手は自由にサービスを選択で

きる仕組み。サ ー ビ ス の 担 い 手間 で 競争原 理 が 生 ま れ 、 結果 的 に サ ー ビ ス の 質 の 向

上 が 期待 さ れ る 。 日 本 で も 保育や教育 分野 な ど で 導入 に 向 け た 議 論 が さ れ て い る 。  
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●行政は 、 地域やＮ Ｐ Ｏへの補助金が成果を あげる よ う 、 配分方法の工夫や改善

する よ う に努める （ 補助金ルールの見直し ）  

 

●行政は 、 契約に係る事務について 、 時代変遷や協働相手の多様化に伴い 、 その

意義や必要性が低下し てい る部分については 、 簡素効率や改善を図る よ う に努

める （ 事務の簡素化 ）  

 

●行政は 、 地域課題に取 り 組む際に 、 各部局同士が分野ご と に分断さ れぬよ う 、

連携 と 協議をする よ う に努める （ 縦割 り の解消 ）    

 

●行政は 、 情報を必要 と し ている受益者 （ サービ ス利用者など ） に 、 最も効果的

に届け られる よ う 、 部局横断的で一体的な情報発信に努める （ 情報発信 ）  

 

２  Ｎ Ｐ Ｏが心がける こ と  

Ｎ Ｐ Ｏは 、 自律性の確立や経営能力の向上など 、 絶えず自らの活動を振 り 返 り 、

改善し てい く こ と が求められています 。  

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 自ら責任を持て る水準での事務処理体制を培 う よ う に努める （ 実務

的体制 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 事業の目的を達成で き る よ う 、 実務遂行能力の向上や人材育成に努

める （ 実務遂行能力の向上 ）  

 

●地縁組織を除 く Ｎ Ｐ Ｏは 、 自ら の専門能力を高め 、 活動や事業に対する信頼感

の醸成 と 責任意識を持つよ う に努める （ 専門性 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 自ら活動資金の調達方法を工夫し 、 財源を開拓する よ う に努める

（ 財源の多様化 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 独善的にな らぬよ う 、 自分たちの活動が地域にど う いった成果を も

た ら し ている か 、 自ら振 り 返る力を身につけ る よ う に努める （ 自己評価 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 自ら の理念や主張が市民全員の意見を代表し得ない こ と を自覚し 、

他者の共感を よ り 広げてい く よ う に努める （ 支持 と 共感 ）  

 

●地縁組織は 、 時代やニーズに即し た役割の変化について 、 その必要性を認識

し 、 活動を進める よ う に努める （ 変化への対応 ）  

 

●地縁組織は 、 自主性や自立性を育て られる よ う な意思決定の し く みや役員体制

を心がけ る （ 自主的統治 ）  
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●Ｎ Ｐ Ｏは 、 行政独自の契約におけ るルール4 があ る こ と を認識し 、 理解を深め

る よ う に努める （ 行政ルールの理解 ）  

 

                                                  
4  委託契約のルール：行政が締結する委託契約の場合、相手方の選定は、一般競争

入札が原則であり、指名競争入札や随意契約は例外とされている（どの方法を選択

するかは事業内容や受託先と見こむ相手方の状況等から検討する）。競争入札に参

加する場合には、予め入札参加者資格の登録が必要である。契約代金（委託料）の

支払いは、後払いが原則だが、概算払いや前金払いが可能である。委託事業の終了

時には結果報告書の提出や完了検査が必要である。…といったように数々のルール

があるが、行政にとっては「常識」「当たり前」と思われていても、一般市民やＮ

ＰＯにとっては知らない場合が多くある。ちなみに、行政の委託は、法令等の根拠

に基づく場合と私法上の契約として任意に行われる場合の２つがある。法令等の根

拠に基づくものとしては、指定管理者制度など。 
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第三部  協働を進める ための ３ つの原則 （ 理念 ）  

 

１  成果志向 

協働で大切な こ と は 、 一緒に取 り 組むこ と で事業の有効性が高ま る こ と です 。  

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 利用者や住民のニーズを十分に把握する よ う に努める （ 住民

ニーズの把握 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 事業の成果目標や達成期限を明確に設定し 、 その達成に向け

て努力する （ 成果目標の設定 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 「 何のために一緒に取 り 組むのか 」 と いった協働する目的を共

有し 、 常に原点に立ち戻 り 、 相互確認する よ う に努める （ 協働の目的の共有 ）

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 地域社会での 「 全体最適5 」 と し て 、 公共サービ スの質が高

ま り 、 社会的コ ス ト が適切にな る よ う な役割分担 と 意識を持つよ う に努める

（ 全体最適 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互いが持っている良さや得意な部分 （ 人手 、 ア イデア 、 事

務能力 、 時間 、 お金な ど ） を出し合って 、 速やかに成果が出せる よ う に努める

（ 資源の持ち寄 り ）  

■ 望ま し く ない こ と ：  

協働を自己目的化する こ と 、 手続き至上主義 、 プロセス重視 

 

２  自立 ・ 相互理解 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政がそれぞれの自主性や自立性を尊重し あ う こ と が大切です 。 「 違っ

て当然 」 「 違 う か ら こ そ一緒に行 う 」 と い う 認識を持つ必要があ り ます 。  

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互い自律的に責任意識を持ち 、 取 り 組むよ う に努める 

（ 責任意識 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 一方的に相手に要望し た り 、 任せた り せず 、 上下 ・ 主従な く

対等に取 り 組むよ う に努める （ 対等の関係 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 組織の し く みや行動様式が異な り 、 それぞれの価値観には高

低 ・ 優劣の差がない こ と を認識し 、 お互い理解を深める よ う に努める （ 相互理

解 ）  

 

                                                  
5  全体最 適 ： 視野 を 広 く 持 ち 、 全体 を 見て 最 も 適切で あ る 状況や環境や コ ス ト に調

整す る こ と 。 部分最適 を 積み重ねて も 、 全体最適 と は な ら な い こ と に留意す る 必要

が あ る 。  
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●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互いの長けている と こ ろ を認め合い 、 学びあ う よ う に努め

る （ 学び合い ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互いの組織が持っている使命や理念を尊重する よ う に努め

る （ 価値の尊重 ）  

■ 望ま し く ない こ と ：  

も たれあい 、 常識の絶対化 、 軽視 、 先入観 

 

３  透明性 ・ 説明責任 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 地域社会や市民に対する責任と し て 、 協働について 、 よ り 広 く

わか り やす く 発信する よ う に情報の 「 質 」 を意識する こ と が必要です 。  

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互いの責任を明確に し 、 その認識を共有する よ う に努める

（ 責任の明確化 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互い守秘義務を負い 、 個人情報や著作権の保護な どに配慮

する よ う に努める  （ 守秘義務 ）    

 

●行政は 、 自ら の事業実施に係る基本的も し く は具体的な情報を開示し 、 よ り よ

い協働を可能 と する情報提供に努める  （ 情報提供 ）    

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 協働事業で 「 公の資金 」 を使った場合 、 使途の合理性や透明性を確

保する よ う に努める  （ 公金使途の説明 ）  

■ 望ま し く ない こ と ：  

馴れ合い 、 密室協議 、 責任転嫁 、 責任回避 
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第四部  協働を実践する う えでの ４ つのステ ッ プ 

 協働を実践する う えでは 、 環境整備 、 企画立案 、 実施 、 評価と い う ４ つのステ ッ プ

があ り ます 。  

 

１  環境整備 

協働の実施に さ きがけ 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 最大の効果を出す協働が行え る よ う 、

互いに実施体制を整え る必要があ り ます 。  

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 協働する意義を市全体に徹底させ 、 課や職員に よ って認識に

差が出ない よ う に努める （ 基本方針 ）  

 

●行政は 、 適切な協働相手を選べる よ う 、 日頃か ら活動情報や実績を蓄積共有す

る よ う に努める （ 協働の相手探し ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 協働にまつわる課題や実施可能性について議論で き る よ う 、

協議の機会を積極的に設け る よ う に努める （ 協議の機会 ）  

 

２  企画立案 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 協働にあたっては 、 十分に企画立案段階で協議を深める こ と が

重要です 。  

●行政は 、 企画立案に際し て 、 可能な限 り お互いの協議の場を も ち 、 Ｎ Ｐ Ｏか ら

の創造的かつ前向き な改善や変更の機会を保障で き る よ う に努める （ 創意工夫

の誘発 ）  

 

●行政は 、 協働におけ る経費を検討する際 、 内部のルールや事情のみで決めた

り 、 ボ ラ ン タ リ ーに提供さ れる資源にばか り 頼ろ う と する こ と な く 、 十分Ｎ Ｐ

Ｏ と 協議をする よ う に努める （ 適切な経費負担 ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏにおけ る人件費や管理コ ス ト の必要性を十分認識し 、 適切に契

約額を積算する よ う に努める （ 人件費管理費の積算 ）  

 

３  実施 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 企画立案での協議結果を踏まえつつ 、 実施段階において も 、 丁

寧に議論を心がけてい く こ と が重要です 。  

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 事業方針及び意思決定や進行管理などの方法について 、 あ ら

か じ め合意を し た う えで 、 実施にかか る よ う に努める  （ 事前合意 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 お互い情報の抱え込みや勝手な期待 （ 思い込み ） に よ る判断
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を避け 、 早めに 、 報告 ・ 連絡 ・ 相談をする よ う に努め る  （ ほ う ・ れん ・ そ

う ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 どち ら かだけが主張や意見をする こ と な く 、 自分たちに し か

通じ ない用語の使用を避け 、 活発に議論を行い 、 意思疎通を図る よ う に努める

（ コ ミ ュ ニケーシ ョ ン ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏの活動ス タ イルな ど を認識し 、 一律に既存のルールや枠組みに

当てはめて捉えない よ う に努める （ 新し い価値創造 ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏの事業ア イデアや企画構想が自己努力のなかで独自に蓄積さ れ

て き た知的資源 と し て 、 相応の価値を持つこ と を認識する よ う に努める （ 知的

資源の対価性 ）  

 

●行政は 、 Ｎ Ｐ Ｏか ら提供さ れる知的財産 （ プ ロ セスで出さ れる工夫やア イデア

を含む ） の帰属について 、 十分話し合い 、 その後のＮ Ｐ Ｏの創意工夫への意欲

が一層促進さ れる よ う に努める （ 著作権や成果物の帰属 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏは 、 公金を使 う 場合 、 社会や市民に対し 、 相応の責任が発生し ている こ

と を認識する よ う に努める （ 公金使用の自覚 ）  

 

４  評価 

Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 一緒に取 り 組むこ と で事業の有効性 ・ 透明性を高め 、 協働を効

果的にする ため評価 ・ 検証する こ と が必要です 。  

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 合意に よ り 設定し た成果目標を達成で き たかど う か 、 数値

（ 指標 ） など具体的な形で成果を確認する よ う に努め る （ 成果達成の確認 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 協働の経験をふま えて 、 お互いの関係性 、 役割分担や問題発

生時の対応などに関する課題を明ら かにする よ う に努める （ 課題の確認 ）  

 

●Ｎ Ｐ Ｏ と 行政は 、 事業成果や関係性の評価 ・ 検証の結果に基づき 、 改善点を明

ら かに し 、 次の取 り 組みに活かすよ う に努め る （ 課題や改善点のフ ィ ー ド バ ッ

ク ）   
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【 資料 １ 】  

○東海市まちづ く り 基本条例 

                             平成15年12月22日 

                                条例第43号 

東海市まちづ く り 基本条例を こ こ に公布する 。  

東海市まちづ く り 基本条例 

東海市は 、 知多半島の西北端に位置し 、 比較的温暖な気候に恵まれ 、 名古屋南部臨

海工業地帯の一画を担いながら知多地区の拠点都市と し ての役割を果た し てお り 、 元

気あふれる まちを目指す 、 輝かしい未来を持つまちです 。  

私たちは 、 こ の東海市を 、 市民ニーズの多様化 、 産業構造の変化 、 地方行政の役割

変化などに対応し ながら 、 個性豊かで活力に満ちた地域社会と し て実現する こ と を共

通の願い と し て持っています 。 加えて 、 次世代に責任あ るバ ト ン タ ッ チを果たすこ と

も市民の大切な責務であ る と 考えています 。  

新世紀にふさ わしいまちづ く り は 、 市民の持つ豊かな社会経験 、 知識 、 創造性など

を十分に生かし 、 市民 と 市が 、 それぞれに果たすべき責任と 役割を分担し 、 共に手を

携え 、 相互に補完し 、 及び協力し て進める こ と を基本と し ます 。  

こ のよ う な認識の下に 、 地方自治の本旨にのっ と り 、 地方分権の時代におけ る新た

な自治を確立する と と も に 、 市民と 市がまちづ く り の基本理念を共有し 、 協働 ・ 共創

によ る まちづ く り を進める ため 、 こ の条例を制定し ます 。  

( 目的 )  

第 1 条  こ の条例は 、 本市のまちづ く り の基本理念を明らかにする と と も に 、 協働 ・

共創によ る まちづ く り を推進する ための基本的な原則を定め 、 も って個性豊かで活

力に満ちた地域社会の実現を図る こ と を目的と する 。  

( 定義 )  

第 2 条  こ の条例において 「 協働 ・ 共創 」 と は 、 市民と 市が 、 それぞれに果たすべき

責任と 役割を分担し 、 共に手を携え 、 相互に補完し 、 及び協力し て進める こ と をい

う 。  

( 基本理念 )  
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第 3 条  本市のまちづ く り は 、 協働 ・ 共創を基本と し 、 次に掲げる まちづ く り を推進

する も の と する 。  

(1)  安心し て暮らせる まちづ く り  

(2)  快適に暮らせる まちづ く り  

(3)  いきいき と 暮らせる まちづ く り  

(4)  ふれあいのあ る まちづ く り  

(5)  活力のあ る まちづ く り  

( 市民の権利 )  

第 4 条  市民は 、 市の保有する情報を知る権利を有する と と も に 、 まちづ く り に参画

する権利を有する 。  

( 市民の責務 )  

第 5 条  市民は 、 まちづ く り の基本理念にのっ と り 、 主体的にまちづ く り に取 り 組む

よ う 努めなければな ら ない 。  

( 市の責務 )  

第 6 条  市は 、 第 3 条各号に掲げる まちづ く り を推進する ため 、 必要な施策を講じ な

ければな ら ない 。  

2  市は 、 市民の主体的なまちづ く り 活動を促し 、 協働 ・ 共創によ る まちづ く り を進

めなければな ら ない 。  

3  市は 、 まちづ く り の基本理念にのっ と り 実施される地域の主体的なまちづ く り 活

動を支援し なければな ら ない 。  

( 市長の責務 )  

第 7 条  市長は 、 市が保有する情報を知る権利及び市民のまちづ く り に参画する権利

を保障する と と も に 、 これを実現する ための施策を講じ なければな ら ない 。  

2  市長は 、 協働 ・ 共創によ る まちづ く り の仕組みを確立し なければな ら ない 。  

3  市長は 、 多様な市民のニーズに適切に対応し たまちづ く り を推進する ため 、 職員

の人材育成を図ら なければな ら ない 。  

( 総合的な市政の推進 )  

第 8 条  市は 、 市民のニーズに的確に こ たえ 、 まちづ く り の基本理念に沿って 、 総合

的な市政の運営に努める も の と する 。  



 17

( 総合計画等 )  

第 9 条  市は 、 まちづ く り の基本理念に沿って 、 総合的かつ計画的な市政の運営を図

る ための基本構想及びこれを実現する ための基本計画 ( 以下 「 総合計画 」 と い

う 。 ) を策定する も の と する 。  

2  市は 、 総合計画の進行管理を的確に行 う も の と する 。  

3  市は 、 行政分野ご と の計画を 、 総合計画に即し て策定する も の と する 。  

( 情報の共有 、 公開及び提供 )  

第10条  市は 、 保有する情報を市民と 市が共有する こ と が不可欠であ る と の認識の

下 、 取 り 扱わなければな ら ない 。  

2  市は 、 保有する情報を積極的に公開し 、 及び提供し なければな ら ない 。  

( 個人情報の保護 )  

第11条  市は 、 個人の権利利益が侵害される こ と のないよ う に 、 個人情報の保護に努

めなければな ら ない 。  

( 行政手続 )  

第12条  市は 、 市政運営におけ る公正の確保 と 透明性の向上を図 り 、 市民の権利利益

を保護する よ う 努めなければな ら ない 。  

( 説明責任 )  

第13条  市は 、 施策の立案 、 決定及び実施に当たって 、 その必要性及び妥当性を市民

に説明する責任を果たすよ う 努めなければな ら ない 。  

( 行政評価 )  

第14条  市は 、 行政課題及び市民のニーズに対応し た能率的かつ効果的な市政運営を

進める ため 、 行政評価を行い 、 その結果を市民に公表する も の と する 。  

( 財政の仕組み )  

第15条  市は 、 総合計画及び行政評価を踏まえた財政の仕組みを確立する と と も に 、

財政状況を市民に公表し なければな ら ない 。  

( 市民投票 )  

第16条  市長は 、 広 く 市民の意思を直接問 う 必要があ る と 判断し た場合は 、 市民投票

を実施する こ と ができ る 。  

( 市外の人々と の交流 )  
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第17条  市は 、 市外の人々に情報を発信し 、 及び市外の人々か ら情報を収集する こ と

によ り 交流を深め 、 市外の人々の知恵 、 意見等を まちづ く り に活用する よ う 努める

も の と する 。  

( 他の地方公共団体等 と の連携 )  

第18条  市は 、 共通する課題の解決を図る ため 、 関係する地方公共団体等と の連携及

び協力に努める も の と する 。  

( こ の条例の位置付け )  

第19条  市は 、 行政分野ご と の基本条例の制定に努める と と も に 、 他の条例 、 規則そ

の他の規程によ り まちづ く り に関する制度を設け る場合においては 、 こ の条例に定

める事項を最大限に尊重し なければな ら ない 。  

附  則 

こ の条例は 、 公布の日から施行する 。  
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○東海市市民参画条例 

                             平成15年12月22日 

                                条例第44号 

東海市市民参画条例を こ こ に公布する 。  

東海市市民参画条例 

( 目的 )  

第 1 条  こ の条例は 、 市民が主体的に市政に参画する ための基本的な事項を定める こ

と によ り 、 個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指すこ と を目的と する 。  

( 定義 )  

第 2 条  こ の条例において 「 市民参画 」 と は 、 市の施策を立案し 、 及び決定する意思

形成の過程から評価の段階に至る まで 、 市民が様々な形で市政に参画する こ と をい

う 。  

( 基本理念 )  

第 3 条  市民参画は 、 市民がその豊かな社会経験及び知識並びに創造的な活動を通し

て 、 市政に参画し 、 協働 ・ 共創によ り 、 個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を

目指すこ と を基本理念と し 、 行われる も の と する 。  

( 市民の責務 )  

第 4 条  市民は 、 市民参画の基本理念にのっ と り 、 積極的に市政に参画する よ う 努め

なければな ら ない 。  

( 市長の責務 )  

第 5 条  市長は 、 市民自らが市政について考え 、 行動する こ と ができ る よ う 、 市の保

有する情報を積極的に公開し 、 及び提供し なければな ら ない 。  

2  市長は 、 市民参画の機会の拡大のための具体的な措置を講じ なければな ら ない 。  

3  市長は 、 市民から幅広 く 意見や提案を求める制度を充実させ 、 市民の意思が反映

された市政の運営に努めなければな ら ない 。  

( 会議の公開 )  

第 6 条  市の執行機関は 、 当該執行機関に置 く 審議会その他の附属機関等の会議を公

開する よ う 努めなければな ら ない 。  
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( 委員の公募 )  

第 7 条  市の執行機関は 、 審議会その他の附属機関等の委員に市民を委嘱する場合

は 、 公募によ り 選考する よ う 努めなければな ら ない 。  

2  前項の公募によ る委員の選考に関する事項については 、 別に条例で定める 。  

( 市民投票 )  

第 8 条  市長は 、 市民生活にかかわる重要な事項に関し て 、 広 く 市民の意思を直接問

う 必要があ る と 判断し た場合は 、 市民投票を実施する こ と ができ る 。  

2  前項の市民投票の実施に関し 、 投票に付すべき事項 、 投票の期日 、 投票資格者 、

投票の方法 、 投票結果の公表その他必要な手続については 、 別に条例で定める 。  

附  則 

こ の条例は 、 公布の日から施行する 。  
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【資料２】 

 

ＮＰＯと行政の協働指針検討会議設置要綱 

 （目的） 

第１条 ＮＰＯと行政とのそれぞれの果たすべき役割と責任を明らかにし、合意可能

な団体と協働を推進するため、ＮＰＯと行政の協働の指針を策定するにあたり、

ＮＰＯ活動者、有識者等から必要な助言、意見等を得るため、東海市ＮＰＯと行

政の協働指針検討会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事項について調査審議する。 

 ・ ＮＰＯと行政との協働指針の策定に関すること。 

 ・ その他ＮＰＯと行政との協働によるまちづくりに関する調査研究 

 （組織 )  

第３条 会議は、委員８人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 ・ 学識経験者 １人 

 ・ ＮＰＯ活動者（公募） ２人 

 ・ 東海市コミュニティ連絡協議会の委員 ２人 

 ・ 東海市社会福祉協議会の職員 １人 

 ・ 東海市福祉公社の職員 １人 

 ・ 東海市まちづくり市民委員会の委員 １人 

 （座長） 

第４条 会議に座長を置き、委員の互選により定める。 

２ 座長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名する委員 

がその職務を代理する。 

 （任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から平成１９年３月３１日までとする。ただし、 

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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２ 市長は、特別の理由があると認めるときは、委員の任期中であっても解嘱するこ 

とができる。 

 （会議） 

第６条 会議は、座長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可決同数のときは、座長の決するとこ

ろによる。 

４ 会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説明又は意見を聞く

ことができる。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、市民協働課において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営について必要な事項は、座長が定 

める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
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ＮＰＯと行政の協働指針庁内会議設置要項 

１ 目的 

第５次総合計画において、「ふれあい」をキーワードに地域ぐるみで、高齢者や

障害者を支え、学校・家庭・地域の連携による児童・青少年を育てるまちづくりと

さまざまな市民の交流が活発で社会活動に参加できるまちづくりを進めることとし

ています。 

そこで、ＮＰＯと行政とのそれぞれの果たすべき役割と責任を明らかにし、合意

可能な団体との協働を推進するために、市民活動の推進並びに支援及び協働に係る

本市の施策を検討の上策定し、その施策の円滑な推進を図ることを目的として、関

係各課で構成するＮＰＯと行政との協働指針庁内検討会議（以下「会議」とい

う。）を置くもの。 

  

２ 庁内検討会議委員構成 

総務部次長 
１  防災安全課 ２  企画政策課  ３ 社 会 福 祉 課  
４  子育て支援課 ５  保健福祉課  ６ 商 工 労 政 課  
７  生活環境課 ８  リサイクル推進課  ９ 花 と 緑 の 推 進 課  
10  土木課 11  社会教育課  12 中 央 図 書 館  

13  体育課     
事務局  市民協働課  

 

３ 検討委員会の役割 

  協働指針策定に関する諸課題の調整と協議に関すること 
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ＮＰＯと行政の協働指針検討会議委員名簿         （  ）は旧委員 

役職名  氏   名  選 出 区 分  備  考  

座 長  後  房雄  学識経験者 名古屋大学大学院教授

委 員  佐野 明秀  ＮＰＯ活動者  公 募  

委 員  小島 洋子  ＮＰＯ活動者  公 募  

委 員  田中 逸雄  

( 坂  英臣 )  

東海市コミュニティ連絡協議会 会長  

委 員  柴田 政・  

( 日下部久雄 )  

東海市コミュニティ連絡協議会 副会長  

委 員  安藤 雅明  東海市社会福祉協議会 係長  

委 員  冨田 和明  

( 櫻内 邦夫 )  

東海市福祉公社  理事長  

委 員  横田 迪男  東海市まちづくり市民委員会  事務局長  

 

ＮＰＯと行政の協働指針庁内検討会議委員名簿        （  ）は旧委員 

役職名    氏    名     所   属   課    備   考  

委員長  北川  憲昭  

( 野々山  克彦 )  

 総務部次長  

委 員  鈴木   正  防災安全課   

委 員  阿知波  透  

( 佐治  錦三 )  

企画政策課   

委 員  神野  規男  社会福祉課   

委 員  石浜   晋  子育て支援課   

委 員  ( 天木  洋司 )  ( 少子化対策室 )   

委 員  祐成  孝三  

( 西谷  正人 )  

保健福祉課  

( 保健福祉課 )  

 

委 員  田中  直樹  商工労政課   

委 員  水野  善夫  生活環境課   

委 員  花井  春敏  リサイクル推進課   

委 員  高井   忠  花と緑の推進課   

委 員  早川  富男  土木課   

委 員  天木  倫子  社会教育課   

委 員  植田  孝行  中央図書館   

委 員  太田  錦臣  体育課   

事務局   市民協働課 ( 地域づくり推進課 )   
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【資料３】 

 

東海市ＮＰＯと行政の協働指針の策定経過 

平成１７年度 

７月 １日 ＮＰＯと行政の協働指針検討会議設置要綱制定 

８月 ４日 第１回ＮＰＯと行政の協働指針検討会議開催 ( 合同会議 )  

１１月２９日 第２回ＮＰＯと行政の協働指針検討会議開催 ( 合同会議 )  

１２月１３日 ＮＰＯと行政の協働指針策定検討会議開催 

１２月１５日 ＮＰＯと行政の協働指針策定庁内検討会議開催 

１月２４日 第３回ＮＰＯと行政の協働指針検討会議開催 ( 合同会議 )  

２月２８日 ＮＰＯと行政の協働指針策定庁内検討会議開催 

３月１７日 第４回ＮＰＯと行政の協働指針検討会議開催 ( 合同会議 )  

３月３１日 東海市ＮＰＯと行政の協働指針素案を作成 

平成１８年度 

５月１９日 庁内検討会議委員に素案の説明会開催 

５月３１日 協働指針検討会議委員に素案の説明会開催 

８月 ４日 ＮＰＯと行政の協働指針検討会議開催 ( 合同会議 )  

８月２４日 ＮＰＯと行政の協働指針検討会議報告書を市長へ提出 

９月１４日 ＮＰＯと行政の協働指針策定庁内検討会議開催 

１０月 ５日 ＮＰＯと行政の協働指針策定庁内検討会議開催 

１０月１８日 ＮＰＯと行政の協働指針策定 

■お も な 参考資料 

・ 「 あ い ち 協働 ル ー ル ブ ッ ク ２ ０ ０ ４  ～ Ｎ Ｐ Ｏ と 行政 の 協働 促進 に 向 け て ～ 」

2004.5 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行政 の 協働 の あ り 方検 討会 議作成 （ 連 絡先 ： 愛知 県社会 活動 推進

課 ）  
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東海市ＮＰＯと行政の協働指針  

とうかい協働ルールブック２００６ 

平成18年10月 

東海市 総務部 市民協働課 

〒476-8601 愛知県東海市中央町一丁目１番地 

電話 052-603-2211・0562-33-1111 


